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農業所得の計算をしましょう
１　農業所得は『収支計算』により計算し申告します　
農業所得の申告は、「収入金額」から「必要経費」を差し引いて計算する、『収支計算』により申告します。
同封の「簡易な記載方法による記帳様式（農業用）」を参考にして、記帳・集計を行いましょう。
２　収支計算をするには　
農業に関する伝票、領収書、レシートから収入金額や経費の集計を行います。したがって、領収書などがないと集計ができません。領収書などの証拠書類は、大切に保管しておきましょう。
　　水道料・電気料など口座振替による公共料金は、通帳で代用することができます。また、生活用との区別ができない燃料代などは、使用数量などを帳簿に書き留めておきましょう。
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　　　　税制改正により、平成26年1月から、記帳・帳簿等の保存が必要となっています。
　　　・収入と経費の計算は、なるべく小まめに記帳・集計しましょう。
　　　・収入・経費を記載した帳簿や、領収書や請求書などの書類は、申告が済んでも７年間は保管しま
しょう。
■令和6年1月1日以降に行う電子取引（請求書や領収書などに関する電子データの送付・受領
を電磁的方式により行う取引）については、その電子データを一定の保存要件に従って保存す
る必要があります。詳しくは、同封の国税庁作成のパンフレット『電子取引データの保存方法
をご確認ください。
※各種助成金等について
各種助成金等につきましては、その金額を事業所得等として収入に含める必要があります。課税・非課税の区分が分からない場合につきましては、信濃中野税務署（電話番号：0269-22-3151）または、役場総務課税務係までご連絡ください。
３　必要経費とは？　
農業に関して支出した費用に限られます。
裏面の収入・経費の一覧表により、領収書などを分けて集計してください。
※家事上の経費は必要経費になりません。
①衣料費や食費などの家事上の費用、②農業用建物兼住宅について支払った賃借料や固定資産税、修繕費などのうち住宅部分にかかった費用、③水道料や電気料、燃料費に含まれている家事分の費用などは、必要経費になりません。

したがって、電話・電気・水道などの料金、固定資産税、損害保険料、ガソリンなどの燃料代などの家事関連費については、家事上の経費と農業上の経費とに区分して、家事用として使用している部分を必要経費から除かなければなりません。

家事用に消費した金額を使用面積、使用時間、使用回数などの適切な基準によって按分計算をし、必要経費から除きます。
４　減価償却資産とは？　
　　建物や農機具、車両等で、使用可能期間が１年以上かつ取得価額が10万円以上の物をいいます。
５　減価償却費の計算方法は？　
　　減価償却費は、取得価格や取得年を基に計算をします。何を、いくらで、いつ取得したか、又はいつ手放したかを「減価償却資産報告書」に記入し、役場へ報告していただければ償却額を計算します。

　　また、軽トラックなど農業以外にも使用するものは、農業に使用する割合も計算に必要です。
６　中古の機械を購入したときの計算方法は？　
　　中古の機械であっても減価償却できますので、年式を必ず記入してください。
７　収入について　
収入金額から必要経費を引いた金額がその年の農業所得金額となります。収入には、販売収入・家事消費収入・雑収入と棚卸高があり、それらをすべて含めて収入金額となります。
８　販売収入とは？　
　　その年の1月1日から12月31日までの間に農産物を販売し、手元に入った収入金額の総額をいいます。
９　家事消費収入とは？　
　　収穫した農産物を家庭で消費した、または親戚などに贈答したものをいいます。

○なぜ自分の家庭で消費した農産物も収入で計上しなくてはならないのですか？

　　必要経費（支出）で計上した金額の中には、販売した農産物と家事消費分の両方が含まれています。家事消費した農産物に必要経費が発生するならば、収入金額も発生します。

○家庭で消費した農産物の収入金はどうやって計算したらよいのですか？

　　基本的にはその時の生産者販売価格を基に、数量×キロ単価で計算します。その都度ではなく、収穫量から販売量を差し引いた残りに、キロ単価を掛けて計算してもよいです。販売していない米や野菜などは、通常販売した場合の価格で計上してください。
　※自家用野菜の家事消費額は、畑の耕作面積１アール当たり6,000円を目安に計算してください。
　※米を農協に出荷している場合は、概算金の金額が家事消費額の目安になります。
　【参考】栄村産　令和５年産米の概算金（１俵60キロあたり）　
※ながの農業協同組合様より情報をご提供いただきました。
　　・コシヒカリ　特Ａ　　１等　安心基準米　12,780円　
　　・コシヒカリ　特Ａ　　２等　安心基準米　11,340円　
　　・コシヒカリ　　Ａ　　１等　安心基準米　12,240円　
　
10　雑収入とは？　
　　上記8、9に該当しない収入金をいいます。中山間地域等直接支払交付金、米精算金、各種助成金、作業受託手数料（オペレーター料）、農業機械による作業収入、わら等販売代金などをいいます。

　　小作契約した小作料、敷地使用料など土地の価値に対する収入は、不動産所得になりますので間違えないようにしてください。
11　棚卸高とは？　
　　12月31日現在で貯蔵している農産物の量を計算して、その金額を計上します。
質問の多いことがら
問　物置の電気を自宅と共用で使用している場合、電気料はどのように計算すればいいのか？
答　使用割合で計算してください。例えば、年間電気料金が100,000円だった場合、物置で使用した分がその10％だとしたら10,000円が農業分の必要経費となります。まず、年間電気料100,000円を計上して、年末に家事用分として90,000円を除きます。電話料なども使用割合で経費計上してください。

問　軽トラックなどの車検代や税金・保険料も使用割合で計算し、経費としていいのか？
答　使用割合で経費に計上してください。

問　軽トラやトラクターを買い換えた場合の計上方法は？

答　下取りがある場合、下取り金額は農業所得でなく譲渡所得に計上します。新しい車の取得価格は下取りも含めた金額になります。なお、下取りした車に未償却残高がある場合は、経費に計上します。
問　自家用米を籾で保存する場合、家事消費額どのように計算すればよいのか？

答　籾重に0.8を乗じた重量を玄米重とします。玄米重にキロ単価を乗じてお米の家事消費を計算します。　①籾重×0．8＝玄米重　　　②米の家事消費＝玄米重×キロ単価

収入・経費の一覧表
○収入金額

	科　目
	主な必要経費となる内容

	販　売　金　額
	販売金額は、消費税込みの金額とし、農協・市場手数料などの出荷経費を相殺する前の金額を記入します。

手数料などの金額は、荷造り運賃手数料の経費科目に計上します。

	家 事 消 費
・
事 業 消 費
	【家事消費】自家消費用や贈答とした農作物に相当する額です。出荷しなかった農作物に単価をかけて計算します。
【事業消費】収穫した農作物を自己の生産のために使用した場合は、事業消費とします。（事業消費の場合は、収入金額と同額を該当する科目の必要経費とします。）

	雑収入
	わら・もみがらなどの販売代金、農業共済の受取共済金、中山間地域等直接支払交付金、持続化給付金、新型コロナウイルス感染症にかかる各種助成金等
作業受託手数料（機械オペレータ料）

個人間の受託耕作（農業委員会の許可を受けないで、他人に農地を耕作させている場合）

農業機械による作業収入（農業機械所有者の農業経営の一環として行われている場合）

	棚　　卸   高
	12月31日現在で所有している農作物の棚卸金額
（※家事消費分の米は棚卸に計上しません。）

年末の棚卸高は、その年の収入金額に加算され、年初の棚卸高は、その年の収入金額から減算されることとなります。


※収入に該当しないもの

	収入の内容
	所得区分

	農協などから受け取る出資配当金
	配当所得の収入金額になります。ただし、事業分量配当金は農業所得の収入になります。

	小作契約に基づく収入
	不動産所得の収入金額となります。

ただし、委託契約による収入金額は農業所得の収入になります。

	農業用資産の譲渡収入
	譲渡所得の収入金額となります。

	建物更正共済の満期共済金
	一時所得の収入となります。

	電柱の敷地料など
	不動産所得の収入金額になります。

	生命共済や傷害共済などの自己の身体の傷害に基因して受け取る共済金
	課税されません。


○必要経費（農業に関する経費が対象です）
	科　目
	主な必要経費となる内容

	租税公課
	・固定資産税（農業用施設及び農地に係る税金に限ります。）

・自動車税（農業に使用する軽自動車などの税金に限ります。）

・賦課金、生産組合費、消費税、印紙税、不動産取得税など

（※家事用の費用と按分が必要な場合があります。）

	種苗費
	・水稲種子及び苗代、畑作物種子及び苗代

	肥料費
	・肥料代（田植時のペーストも含む）及び堆肥ｾﾝﾀｰなどの堆肥代

	農具費
	・草刈り機、背負式動力噴霧機、ホース、くわ、カマ、スコップ、ホーク、バケツ、ジョーロ、高圧洗浄機、エアーコンプレッサーなどの小農具代（１個の取得価格が10万円未満の物に限ります。10万円以上は減価償却費で計上します。）

	農薬衛生費
	・農薬（除草剤、殺菌剤、殺虫剤等）代、共同防除（ラジヘリ）代

	諸材料費
	・マルチ、わら、ビニールひも、支柱、針金、ネット、水稲用ナイロン、ブラシなど農具費以外の農業用消耗品代

	修繕費
	・トラクター、コンバイン、作業所等農業用に使用する資産及び農具の修理代
（通常の維持管理や、原状回復のための支出に限ります。）

	動力光熱費
	・農業に使用した分の水道料、電気料、燃料（ガソリン、軽油、灯油、混合油）代

（生活用と共用している場合は使用数量などで分けてください。）

	作業用衣料費
	・農作業に必要な衣類、帽子、長靴、作業着など（家事用の衣類は含まれません。）

	農業共済掛金
	・農協及び農業共済組合などの共済掛金や火災保険（短期の保険に限ります。但し、長期保険であっても掛け捨て部分は経費になります。）自動車の保険料（自賠責・任意）
（※家事用の費用と按分が必要な場合があります。）

	減価償却費
	・農業用建物、農業機械、車両などの資産の減価償却費（減価償却資産は必要経費の中でも重要な部分です。）

	荷造運賃手数料
	・販売手数料及び農協手数料、検査料金など

	雇人費
	・家族以外に支払った賃金、賄い費など（家族に支払った分は経費となりません。）

	利子割引料
	・農業に関する借入金の利子など

	小作料・賃借料
	・小作料及びライスセンターなどの利用料金

	土地改良費
	・基本的に必要経費となりません。ただし、農地の災害による原形復旧は対象となります。

	作業委託料
	・改善組合などへの作業（田植、稲刈り、米の乾燥）委託料

	中山間共同取組
	・中山間協定者で共同取組分として支出したとされる額

	雑費
	・上記のどこにも属さない農業に使用した経費（参考図書、研修費など）


※経費に該当しないもの

	支出の内容
	所得区分

	農協等から受け取る出資配当金
	配当所得の収入金額になります。
ただし、事業分量配当金は農業所得の収入金額になります。

	農業用固定資産の取得に伴い受け取る国庫補助金等
	収入金額となりません。
ただし、減価償却費等の計算上、資産の取得価格から控除されます。

	農業用資産の譲渡収入
	譲渡所得の収入金額になります。

	国保税・介護保険料・後期高齢者医療保険料
	農業所得の経費ではありません。


生命保険料、住宅の火災保険料
	（掛金）
	農業所得の経費ではありません。


【参考】面積の単位について
	
	坪（坪）
	㎡（平方メートル）
	ａ（アール）

	一歩（いちぶ）
	１坪
	約３．３㎡
	約０．０３ａ

	一畝（いっせ）
	３０坪
	約９９．０㎡
	約１．０ａ

	一反（いったん）
	３００坪
	約９９９．０㎡
	約１０．０ａ

	一町（いっちょう）
	３，０００坪
	約９，９９９.０㎡
	約１００．０ａ


主な減価償却資産の耐用年数表

	○農業用資産
	
	○器具・備品

	構造・用途
	細　目
	耐用年数
	
	構造・用途
	細　目
	耐用年数

	耕耘整地用
	乗用トラクター

歩行用トラクター
ロータリー、ハローなど
	７年

（農業用設備の耐用年数は平成21年分の報告より、全て７年となりました。）
	
	電気機器、家庭用品
	冷房用・暖房用器具

電気冷蔵庫
	６年

６年

	
	
	
	
	事務機器、通信機器
	パソコン

複写機、ファクシミリ
	４年

５年

	栽培管理用
	は種機、育苗機、田植機、走行式作業台
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	測定機器
	測定機器
	５年

	防除用
	散粉機、噴霧機
	
	
	金庫
	手さげ金庫

その他の金庫
	５年

20年

	穀類収穫用
	コンバイン、バインダー、わら処理カッター
脱穀機、籾摺機、乾燥機
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	○車両
	
	

	
	
	
	
	構造・用途
	細　目
	耐用年数

	その他

（金属製）
	精米機など
	
	
	一般用
	軽自動車

２輪
	４年

３年

	○建物 その１
	
	○建物 その２

	構造・用途
	細　目
	耐用年数
	
	構造・用途
	細　目
	耐用年数

	木造・合成樹脂造り
	店舗、住宅用

車庫、格納庫用

倉庫、作業所用
	22年

17年

15年
	
	鉄骨造り
	店舗、住宅用

肉厚４㎜以上

肉厚３～４㎜

肉厚３㎜以下

車庫、格納庫用

肉厚４㎜以上

肉厚３～４㎜

肉厚３㎜以下

倉庫、作業所用

肉厚４㎜以上

肉厚３～４㎜

肉厚３㎜以下
	34年

27年

19年

31年

25年

19年

31年

24年

17年

	木造モルタル造り
	店舗、住宅用

車庫、格納庫用

倉庫、作業所用
	20年

15年

14年
	
	
	
	

	鉄筋コンクリート造り
	店舗、住宅用
車庫、格納庫用

倉庫、作業所用
	47年

38年

38年
	
	
	
	



農業所得に関するお問い合わせは

栄村役場　総務課税務係
電話　0269-87-3111（内線107）

